
公務員連絡会【2023人勧期署名行動】

１．2023年の給与改定勧告にあたっては、全職員に対する月例給・一時金の
引上げ勧告を行うこと。

２．「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」について、中央で働く職員
のみならず地方で働く職員にも十分配慮すること。

３．公務における人材確保の観点から、引き続き初任給を中心とする若年層に
おける民間賃金との格差解消を図ること。

４．地域手当については、これ以上の地域間格差を拡大しないこと。
５．再任用職員については、生活関連手当の支給をはじめ、その経済的負担や
定年前職員との均衡を考慮して改善すること。
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